
補助対象者

お問い合わせ

船橋市 介護保険課 TEL：047-436-3306

船橋市外国人介護人材受入促進事業補助金

補助金の額

補助対象経費

・外国人介護人材１人あたり補助基準額（上限１００万円）に係る実支出額の２分の１の額
（１，０００円未満端数切り捨て）

・補助金の交付申請は、同一年度内に一法人につき外国人介護人材２人分の受入れまで
※ＥＰＡ介護福祉士候補者の受入れのみ、求人申込年度に係る費用について別途２人分申請可能。

介護サービス事業者が、

ＥＰＡ介護福祉士候補者・技能実習生・在留資格「特定技能」・在留資格「介護」 の

外国人の受入れを行う際に要する初期費用（就労を開始するまでに要する費用）のうち、

受入れ調整機関等に支払ったもの（詳細は裏面）。

・市内で指定介護サービス事業所（詳細は裏面）のいずれかを運営する者であること。

・外国人介護人材を直接雇用（派遣は対象外）している介護サービス事業者であること。

●外国人介護人材の要件

受入れ制度により、それぞれの要件を全て満たす者とします

・過去に補助を受けようとする外国人介護人材に係る補助金を受けていないこと。

※ＥＰＡ介護福祉士候補者の受入れのみ、求人申込年度・受入れ年度の２回に分けて申請となります。

市内介護サービス事業所を運営する法人を対象に、

ＥＰＡ介護福祉士候補者 ・技能実習生・在留資格「特定技能」・在留資格「介護」
の外国人受入れに係る初期費用の一部を１人当たり最大５０万円補助します。

令和７年度は、令和８年３月３１日が申請期限です。

申請期限

ＥＰＡ介護福祉士候補者
（求人申込年度）

ＥＰＡ介護福祉士候補者
（受入れ年度）

技能実習生・在留資格「特定技能」
在留資格「介護」

ＥＰＡ外国人介護福祉士候補者であること
技能実習生として、または在留資格「特
定技能」もしくは「介護」をもって
在留する外国人であること

令和6年4月1日以降に
マッチングが成立したこと

令和6年4月1日以降に就労を開始し、
申請日時点で介護職員として市内事業所に4か月以上就業していること

ー
従事している事業所を適用事業所とする
社会保険の被保険者であること

その他の情報は、ホームページからご確認ください。

令和７年度



補助対象経費（詳細）

ＥＰＡ介護福祉士候補者の受入れ 技能実習生・在留資格「特定技能」・
在留資格「介護」の受入れ

介護サービス事業者が受入れを行う際に要
する初期費用（就労を開始するまでに要す
る費用）のうち、国際厚生事業団または日
本語研修機関に支払う次の費用

⑴ 求人申込手数料
⑵ 現地合同説明会参加に係る一部負担金
⑶ あっせん手数料
⑷ 滞在管理費
（ＥＰＡ介護福祉士候補者の入国初年
度に係るものに限る。）

⑸ 送り出し調整機関に対する手数料及び
送り出し国の健康診断実施機関への支
払い金

⑹ 介護導入研修に係る費用
⑺ 日本語研修の一部負担金

介護サービス事業者が受入れを行う際に要
する初期費用（就労を開始するまでに要す
る費用）のうち、受入れ調整機関等に支払
う次の費用

⑴ 職業紹介費
（受入れ調整機関を通し送り出し調整
機関等に支払う費用を含む。）

⑵ 入国に係る渡航費
⑶ 入国前研修に係る費用
⑷ 在留資格申請書類作成に係る費用

（収入印紙代及び入国管理局申請取次
ぎ費用を含む。）

⑸ 技能実習計画認定申請手数料
（技能実習生の受入れに係るものに限
る。）

⑹ 入国後研修費
⑺ 講習手当

（技能実習生の受入れに係るものに限
る。）

⑻ 入国後送迎費
⑼ 健康診断に係る費用
⑽ 保険料

介護サービス事業者

補助対象となる介護サービス事業者は、以下の市内介護サービス事業所を運営する者

対象サービス種別

訪問介護 定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護

訪問入浴介護 夜間対応型訪問介護 看護小規模多機能型居宅介
護

通所介護 地域密着型通所介護 介護老人福祉施設

通所リハビリテーション 認知症対応型通所介護 介護老人保健施設

短期入所生活介護 小規模多機能型居宅介護 介護医療院

短期入所療養介護 認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護 地域密着型特定施設入居者
生活介護


